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論 文 内 容 の 要 旨

本論 文 は,工 業 に関 す る技 術 ・経済 ・経 営 ・政 策等 全 般 にわ た る総合科 学 的 体 系 で あつ て,第1編

"工 業 要論"・ 第2編 ξ現 代:〔業 各論"。 第3編"工 業経 営論"。 第4編"工 業政 策論'の4編 か ら

成 鱈 各 編 問相 互 交流 に留意 して叙 述 して あ る。

まず第1編"工 業 要 論"に 齢い ては,第1章 鴨工 業 の立場"な る題 下に,工 業 の意義 ・内容 ・関係

諸 事項,な どに つ い て述 ぺ て,本 書全 内容 に対 す る序論 に代 え,第2章"工 業 の発 達"に お い て,手

工 業 時 代 か ら,産 業革 命段 階 を経 て,機 械 生 産時 代に入 り,進 ん で今 日の多 彩 な科 学 技術的 工業 時代

に 至るま で の,工 業 発達 の経 路 を略 述 してあ る。そ して,そ れ らに よつ て,次 編"現 代工 業各論"へ

の礎 石 を澄 き,ま た他 面,そ れに続 ぐ"工 業経 営論","工 業政 策論"へ の前提 条 件 た らしめてい る。

次 に第2編"現 代 工 業各論"に 澄い ては,現 下 日進 月歩 の道 を急 いで い る科学 技 術 的工 業 の実 態を

解 説 す ぺ ぐ,そ の代表 まで に,エ ネル ギ ー産 業(電 気事 業 澄 よび各 種燃 料 鉱 王業)・ 機 械工 業 。化 学.

工 業 ・金 属工 業 。繊 維工 業 の5部 門を取 上げ,そ れ ぞ れ生産技 術 的 立 場 に:重点 をか い て,そ の大 要 を

述 べ てあ る。

第3編"工 業 経 営論"に 論 いて は,現 代工 業 経営 の典型 ない し代表 と して,株 式会 社企 業 形態 下 に

か け る大 量 生産 的大 規模 エ業経 営 を対 象 と して取 上 げ,経 営体 の物 的構 成要 素 と しての 駕ユ:場",人

的構 成要 素 と して の"工 業経 営 組織"に つい て述 べ た士,こ の経営 組 織 体 の諸経 営管理 職 能 一"生

産管 理"・"労 務 管理"詳 財 務 管理,な らびに生産 管理 澄 よび労 務 管理 の科 学技 術 的止 揚 と しての

鯉機械 的 施 設生 産"(流 れ作 業 む よびオ ー トメーシ ヨン)一 にっ い て述 べ てあ る。

最 後 に 第4編 鷺工 業政 策論"に お い ては,第1章 駅ユ:業政 策 の立場 と対象"な る題 下に,ま ず工 業
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政策と経済政策との関係について述べた上,工 業政策の対象に対して,次 のような系統関係を設定し
●

て,工 業政策論の研究に体系的骨格を与 え,以 つて第2章 以下これに基づいて,主 として政策主体日

本国家の立場か ら見解を述べてある。

工業政策対象系統図

工業政策対象

L

一旭

工 業 技術

(技 術)

工 業 教 育

(人)

工 業 労働

一原 材 料

(物)

エ ネ ル ギー

工場立地

一 州繋 華

企業繍 係・一 一一{緊 讐 。.

論 文 審 査 結 果 の 要 旨

主論文は 「工業経済学総論」と題されており,工 業経済学にかんする教科書的著述たる体裁をとつ

ている観はあるが,そ の叙述内容は工業にかんする技術 ・経営 ・政策の全般にわたる総合科学的体系

を創造することを期したものであり,本 論文提出者の じつに長年月にわたる研究成果の集大成である

とみることができる。本論文内容に特有の性格を与 える点の一つは工業生産における技術の評価にっ

いて提出者のとつた基本的態度である。提出者は工業生産の要素の一つとして労働をかぞえるが,工

i業生産の能動的主体的要素としての工労働はとくに技術性の高い労働であり,そ れは労働手段 としての

機械設備をば従属的立場にお・いて包含 している実情にあることを指摘 して齢鱈 工業生産が技術性の

高い生産であつて,技 術が工業の生命であるという認識が本論文の全構成を支配することとなってい

る。これは一見ヅ技術の不当な重視と経済の軽視 とを招くがごとくであるが,論 文提出者は技術 と経

済の関係を論 じて,技 術 と経済 とは,生 産を中に介 して関係 づけられ,技 術は使用価値関係に齢いて

生産のなかに,そ の内容として含まれ,経 済は使用倒直と交換価値との統合である経済価値関係にお

いて,生 産 をその内容として含むことを明 らかにしている。すなわち生産を介して経済は技術を含み

技術は経済に含まれるという関係は,個 々の工業技術を対象として扱 う場面においてもつねにその前

提として意識されて詮り,こ れが論述内容を規定 していることは疑を容れない。本論文第2編,現 代

工業各論こそはまさにその具現である。本論文第1編 に齢いて提出者が工業の発達をとくに経済史過

程におけるものとして論 じているのもまた必然であるといえよう。

本論文提出者は工業経済について論 じ,工業経済とは冷おむね工業政策 と工業経営との総称 という
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べ きであ る こ とを主張 す る。 したがつ て工 業経 済学 の構成 と して も工業 政 策論 と工業 経 営論 との総 合

が ま さ に該 当す べ き もの とな るが,こ の点 につ いては学 界 で もいま だ定 説 をみ な い と ころで あつ て,

論 文提 出者 の大 胆 な提案 こそ む しろ敬服 に 価 す る もので あ る。

しか も本論 文 では こ のス ケジユ ール に従 つ て第5篇 に工 業経 営 論,第4篇 に工 業政策 論 が それ ぞ れ、

展 開 さ れ る。 これ ら2篇 の 内容 につ いては,提 出者 の工 業 自体 に対 す る深 い認 識 が随 処 に あ らわれ て

い る こ とはい うまで もない が,と ぐに工 業 政策 の 対象 に 対 して系 統 関係 を 設定 して工業 政 策 に体系 的

骨格 を与 え てい る点 は注 目に価 す る。

本論 文 の非 凡 な内容 は以 」郵 より暗 示 さ れる が,さ らに本論 文 の 評価 に つ い て見逃 す ことの で きな

い(鑑 つ ぎの事 実 で あ る。論文 提 出者 に よる と今 日の工 業 に かん す る認識 体 系 に 冷 いて,自 然科 学 系

の応 用科 学 としての工 学 と,社 会 科 学 系 の応 用科 学 と して の工 業経 済 学 の 二つ の認 識 体系 の間に は何

らの共 通 点 も存在 せ ず 最 大 経 済 性の 実現 を 目指 す と ころ の,同 じ工 業 生 産 を対 象 とす る応 用科 学 であ

りなが ら,こ の 両者 は ま つた く互 に隔絶 して於 り,共 通 の言 葉 を持た ない とい う矛 盾 と欠 陥 を露 呈 し

て い る。 そ して ま さ に この矛 盾 と欠 陥 を解消 させ よ うと い う意図 こそ は論 文 提 出者 の心 底 に蔵 せ られ

た 崇高 な精神 に発 す る もので あつ て,本 論 文 の なかに 「産 業学 」が提 唱せ られ,生 産技 術学 と経 済科

学 との総 合 化が 論ぜ られ て い るの もま た故 な しと しない 。論文 提 出者 は本 論 文 の全 内容 を もつ て 自己

の抱 負の 実現 の礎 石た る こと を期 して お り,こ の よ うな旺盛 な意 欲 の所 産 と して 本論 文 を受取 る と き

そ の内容 は一 段 と精 彩 に富ん だ もの となつ て あ らわ れ る。

参考 論 文 と して 提 出 され た 「近 代 産 業 の基 礎 に ある もの と第二 次産業 革 命」 は さ い きん の技術 革 新

の意 義 を論 じ,と くに産 業 革 命 と技 術 革新 との間 に技 術 の本 質 に 澄い て次元 的 な差 異 が見 られ る こと

を追 及 した もので あつ て,.論 文 提 出者 の深 い 学殖 と独 自の知 見 を う・か が うに足 る資料 で あ る。

以上 審 査 す る ところ に よつて,本 論 文 の提 出者 は経 済 学博 士 の学 位 を授与 され るに十 分 な資格 を も

つ もの と認 め られ る。
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